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ＴＰＰと憲法 

岩月浩二（ＴＰＰに反対する弁護士ネットワーク・共同代表） 

 

 はじめに 

 まず前置きになりますが、こ

の本『ＴＰＰ 黒い条約』(集

英社新書)の宣伝をさせていた

だきます。ＴＰＰ全体に関して、

反対の立場で法律家が筆をと

って出している本は、多分これ

一冊しかないです。7人の共著

で、私はほんの少ししか書いて

いなくて申し訳ないですが、ホ

ントはもう 3 倍くらい書きた

かった。法律家が書いているの

は共著であってもこれしかな

いのです。 

ＴＰＰというのはすぐれて

法的問題だということはやれ

ばやるほどわかります。ＴＰＰ

の話はあまりにもマスコミの

刷り込みが強くて、みなさんの

理解に開きがあるのですね。わ

かっている人はすごくわかっ

ているけど、マスコミだけ見て

いる人はほとんど危険性がわ

からない。そういう非常に複雑

なものです。なにかＴＰＰに関

する本を読んだことのある方

はどれくらいみえますか。手を

挙げてくれますか。はい、数名。

堤未果さんの『貧困大国アメリ

カ』のシリーズを一冊でも読ん

だことのある方は？ これは割

におられますね。『(株) 貧困大

国アメリカ』、最新作ですが読

んだことのある方は？ ぜひこ

れも読んでいただけると、今何

が起ころうとしているかだい

たいわかります。 

 

Ⅰ 大本営発表とマインドコントロール社会 

貿易立国のウソ 

どこから入りましょうか。Ｔ

ＰＰというのは、自由貿易協定

の一種だといわれていますよ

ね。ＴＰＰ加盟国の間の貿易を

自由にするための協定だとい

われています。それはわかりま

すね。ＴＰＰで経済が良くなる

だろうと思う方？ 経済は良く

ならんのです。ああもうわかっ

ておられますね。日本は貿易立

国だといわれていますね。世界

銀行が 184ヶ国について 2010

年に貿易依存率、つまりその国

のＧＤＰに対して貿易額が占

める割合をランキングしまし

た。日本は何番目だと思います

か？ 貿易立国というくらいだ

から日本は 50番目くらいに入

るだろうと思う方？ 100 番く

らいには入るだろうという

方？ これは半分くらいの方か

な。150 くらい？ もっと下だ

という人？（白板に１７９と書

く）（みんなエー！驚く） 

17９番目です。みなさんは日

本が没落したと思うかもしれ

ない。経済の規模が大きくそれ

なりに存在感がある日本だか

ら世界の貿易額に占める割合

はそれなりですけれども、ＧＤ

Ｐに占める割合は 12％です。

では、ＧＤＰの残り 88％はな

にか？内需ですね。ＧＤＰが

500兆円だとすると 440兆円、

日本には内需がある。この 440

兆円はアメリカから見ると、十

分に開かれていないというこ

となんですよ。自由貿易、自由

貿易とあれだけ言うのは、これ

が基本的狙い目なんです。

 

 

 何かしらの得があるかのようなウソ 
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ＴＰＰに入れば輸出が増え

る、10 年後には 2 兆 7000 億

円の経済効果があると日本政

府は言いました。民主党、菅政

権のときに、確か 2兆 7000億

円と言いましたよね。自動車の

関税が撤廃になって輸出が増

えますよ。特にアメリカに輸出

するのに、今乗用車には 2.5％

程度しかかかってないのです

けど、関税が撤廃になれば韓国

の現代自動車に負けかけてい

るのが挽回できると言ったの

です。今年の 2月以降急速にＴ

ＰＰ参加が決まった時にどう

でしたか。アメリカは、自動車

の関税を撤廃するとは言わな

かった。ＴＰＰは原則として

10 年だけ関税を棚上げできる

例外規定がある。例外にすれば

10 年だけ関税を棚上げにでき

る。だけど最終的にはゼロにし

なけりゃあいかんよという協

定だけど。アメリカは事前合意

で日本から取り付けたのは、

10年では不満だ、10年を超え

てさらに後ろ倒ししろという

ことです。アメリカ自動車工業

界は 25 年からさらに 30 年マ

ックス関税を撤廃するなとオ

バマに突きつけている。 

そうすると、最初に言ったメ

リットはほとんどないではな

いですか。3兆 2000 億円と言

っています。（本の前書きで）

中野剛志さんがかなり強調し

ています。推進派と議論しても

全く議論にならない。バスに乗

り遅れると言われてバスに乗

ってみたらもう乗り遅れだと

いわれても、降りる気もないの

が推進派です。ことごとく理屈

のつかないことを言われて出

発している、ということを中野

さんは書いているのです。ラフ

に言えばほとんど食われるま

まという構図だと私は思って

いるのです。だからＴＰＰに何

か得があるというのは、どうも

幻想ではないかと思うのです。 

みんな、貿易だけの、経済の

話だと思っちゃったのですよ。

人権や平和に敏感な人って、だ

いたい経済に弱くない！？弁

護士もそうです。人権畑でやっ

ている人は、経済のことになる

と突然訳がわからなくなる。経

済の問題だと思っていたら、あ

くまでこれは法律家の問題な

のですね。ＴＰＰの条文 1000

ページって言います。あれを作

っているのは誰かと言ったら、

アメリカの法律家ですよ。弁護

士たちが、多分何百億円という

報酬をもらって仕事をしてい

るのだと思うけども。条文作り

はあちらの国では弁護士の仕

事です。日本では、経済の問題

であり関税の問題であり農業

の問題あると刷り込まれた。マ

スコミによってそう刷り込ま

れてしまった。 

農業の問題は非常に大きい

ですがそれはちょっとおいと

いて、問題の本質は非関税障壁

です。非関税障壁って何でしょ

う？米だと今 341 円、１㎏あ

たり関税がかかっていますか

ら、事実上輸入していないと同

じくらいの扱いになる。関税が

自由貿易の障壁になっている。

これは分かりますよね。これ以

外に自由貿易の障害になるも

の、つまり非関税障壁を崩した

い、これが本質なのです。この

非関税障壁を撤廃したいので

す。非関税障壁とは、その国の

政策、制度、慣行、すべてです。 

 

Ⅱ ＩＳＤ条項 

１ ＩＳＤとは  ＊投資家対国家紛争解決条項（Investor-State Dispute Settlement） 

自由貿易は、戦後ＧＡＴＴと

いうものから始まってだんだ

んと関税を下げていった。先進

国の関税は相当低くなってい

る。けれども関税がないからと

いって自由に貿易できるかと

いうとそうではない。それは国

によって制度や規制や慣行や

政策が違うからです。ＩＳＤ条

項というのは、国の制度や慣行

によって外国の投資家が、不利

益を被ったり期待した利益が

得られないという時に、直接そ

の国の政府を訴えることがで

きる制度です。あまり抽象的に
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言ってもわかりにくいかもし れないので、一番端的な例を一 つあげます。 

 

 ２ ＩＳＤを使えば、どんなことができるか？ 

2011 年に東日本大震災がお

きて、原発事故が起きました。

東京オリンピック招致のダシ

に使われてしまったようで、こ

の国では汚染水が出ていると

いうことすらなんか言えない

ような雰囲気になっています

よね。しかし、ドイツは福島原

発事故が起きていち早く脱原

発を決めました。ドイツの原子

力発電所にはスウェーデンの

電力会社が投資していた。その

会社がドイツ政府に 37億ユー

ロ、ざっと 5000億円くらい損

害賠償しろと訴えた。まだこれ

は継続しています。 

この国の政府はアメリカの

言いなりで、いつのまにか元の

原発安全神話に戻ろうとして

いる。原発再稼働、原発輸出し

ようとしている。しかし仮に日

本政府が脱原発をしたら、ＴＰ

Ｐに加盟すれば、電力会社に外

国企業が出資していたら外国

の企業から賠償請求されるか

も知れないということです。ド

イツの場合 37億ユーロ、だい

たい 5000億円。要するに、稼

働可能年数、将来にわたってず

っとこれだけ利益が得られた

というものを含めて、訴えるこ

とができるのがＩＳＤ条項で

す。今、敦賀原発の 2号機の直

下に活断層がみつかって、日本

原電は抵抗していますが、規制

基準を適用すると廃炉になり

ます。廃炉になった時に、出資

した外国投資家であればＩＳ

Ｄ条項によって国際的に裁判

に訴えることができる。そうい

う現実味を帯びているのです。 

日本は活断層について 40万

年と単位を区切りましたよね。

40 万年前以降に動いたのが活

断層。科学的な根拠があるわけ

ではなくて、漠然とやっている

ようなので、徹底的につかれて

負ける可能性だってある。活断

層の上にある原発ですら動か

さなきゃいけないのかという

ことも起きうる話です。日本の

電力会社の株主には外資は相

当割合入っているし。原発を作

るのは、だいたい日立とＧＥと

か三菱とフランスのアレバと

かが提携しているわけだから、

ＴＰＰに入れば必然的に原発

ゼロなどはできなくなるよと

いうのがこの話のオチなので

す。 

簡単に言うとそんなことが

できることになるのです。仲裁

という制度を使うのです。これ、

非常にわかりにくい。訴える外

国企業が一人裁判官を選ぶ。訴

えられた国がもう一人を選ぶ。

その両者の間で、じゃあ三人目

の仲裁人を決めましょうとい

う制度なのです。これはプライ

ベートな争いを解決する時に

誰かに決めてもらおうという

ことで使われるものです。公の

大事なことを決めるときには

あまり使われないはずなので

す。だけど仲裁されて決まって

しまうのがこの制度です。この

仲裁はその件限り、その 3人の

裁判官が決定して終わりです。

その場限り 3人で合議して、ま

あこれは国を勝たせましょう

とか、これは企業を勝たせまし

ょうとか決める、誰に責任を負

うでもない。非常に杜撰な制度

設計になっています。裁判官の

資格など制限はほとんどない

に等しい。実際としては民間企

業の代理人やっていた人が、ほ

かの事件では仲裁人になって

みたり、仲裁人をやっていた人

が民間企業の代理人になった

り、変幻自在でごく少数の人た

ちが指定席というか寡占して

いる状態なのです。何の裏付け

もあるわけではない。何の民主

的根拠もない。けれどもそうい

う国際経済法というものに長

けた人たちが、ごく一握り法律

家の中にいるわけです。おそら

く法律家が一万人いるとした

ら、10 人くらいで取り仕切っ

ているのではないかと思うの

です。国際経済法ムラというの

がここを取り仕切っているの

です。 
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３ 曖昧なルール 

では、国際経済法ムラが何を

根拠にしているのか、自由貿易

至上主義です。自由貿易こそが

資源を適正に配分して、一番い

い場所でものを作り、一番いい

ところで消費し、一番いいとこ

ろで企画する。これが実現する

と世界の国民がみんな幸福に

なれる、というのが国際経済法

の原理なのです。自由貿易が大

事。その先に公正な競争市場が

大事。要するに自由貿易とか言

って相手国の内側まで攻めて

きている。国と国の間の自由競

争かと思ったら、次に国内の市

場にまで入り込んで、あれこれ

文句をつける。外資が間違って

いると判断すると、そのルール

がいかんと訴えることができ

る、これがＩＳＤ条項です。外

国企業にたいする公正かつ衡

平な待遇、並びに十分な保護、

十分な保障を与える義務。これ

が根本的な規定なのです。何を

いっているのかわからないで

しょ。これがアメリカの判例法

だそうです。大統領貿易促進権

限法というアメリカの法律に

ちゃんと書いてあります。 

アメリカの判例法というの

は、自由貿易を阻害するという

州と州の取引について裁判例

を積み重ねたものです。この根

本ルールがほんとによくわか

らない。国際経済法ムラの日本

の人たちも、つい 7年前までは

こんな曖昧なものは使えない

だろうといっていた。しかしア

メリカの判例を調べてみると

2件に1件はこれで争っている。

大変重要なルールというのが

わかってきた。 

もう一つ具体例を挙げます。

簡易保険とか共済。公務員共済

とか企業共済とかあると思う

のですが、弁護士だと弁護士共

済があります。全然入っていな

いという方はおられます？さ

すがにみんな入っていますね。

共済は公正な競争を害すると

いうのです。郵便局の簡易保険

がこの間やられた。新商品を出

してはいかんとなった。そして

いつの間にか郵便局はアフラ

ックの窓口になっちゃいまし

た。公務員共済、共済は利益を

組合員に還元するなり、組合の

ために役に立てるなり、あるい

は政府から若干の補助があっ

たりしているわけですね。これ

が、外国投資家にとっては不平

等だ。外国の保険会社にとって

はそんな保護された領域があ

ったらいかん。共済について特

別な扱いとか、簡保について特

別な扱いは一切なくなる。これ

らはＴＰＰ になればなくなり

ます。外国資本が狙っているも

のは何か。簡保でいうと郵貯と

合わせて 360 兆円くらいある

ようですね。共済も多分それに

近いくらいあるのかもしれな

い。どういうことかというと、

その市場に外国資本が参入し

たい。アメリカの保険会社が食

いたいということなのです。 

 

４ 韓国の法務省の検討 

３番目のところ「韓国の法務

省の検討」に入ります。韓国の

法務省が、米韓ＦＴＡ（ＴＰＰ

の二国版です)、つまり韓国が

アメリカと自由貿易協定を結

ぶときに前もって、ＩＳＤとい

う国際裁判仲裁制度を設けた

らどういうことになるのかと

いう検討をしたのです。何が該

当することになるのか、韓国の

法務省ですから韓国の法律家

のエリート集団が検討しまし

た。その結果、租税、安保、公

共秩序、保険等のすべての措置

について、すべての政府つまり

地方自治体および政府投資機

関、司法府・裁判所等の措置に

対して提訴可能である。政府の

措置というのは一体何かとい

うと政府の法律、制度、慣行、

不作為、公務員の事実的行為を

含む広範な概念である。だから

最初に申し上げました。制度、

慣行、政策、なにについても外
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国投資家の利益を害したら狙

われるのです。これは裁判での

勝ち負けの問題ではないので

す。だって場合によったら多国

籍企業には国家の予算規模を

超えるような企業だってある

わけではないですか、なかには。

韓国の法務省は、巨大資本を保

有する多国籍企業の場合、制度

的・慣行的障害を除去し特定政

府を手なずけるために、勝訴の

可能性が低い場合にも仲裁を

起こす傾向があるということ

を、検討結果として出している。

政府の政策が委縮する、委縮効

果がある、ということを検討し

て出している。こういう制度が

入ってくると、政府は外国投資

家から訴えられはしないかと

いうことを第一に考えて政策

決定をしていかなければなら

なくなる。外国投資家から提訴

されるリスクがあるならばで

きれば避けたいというように

考えてしまう。とにかく巨額で

すからね、損害賠償の金額が。

半端ではない。韓国は実際にこ

れだけちゃんと検討していた

のに、米韓ＦＴＡで全部飲まさ

れた。 

実際に韓国で起きているこ

とは今年の春くらいにエコカ

ー補助金制度、日本のエコカー

補助金の韓国版をやろうとし

たが、実施されずに何だか知ら

んけど先送りしますと政府が

発表したのです。調べてみると

米国の自動車業界が韓国にた

いしてエコカー支援制度は差

別にあたると言った。要するに

アメリカの車はデカイから二

酸化酸素をたくさん出します。

エコカー支援制度ができたら

とても太刀打ちできないので、

まかりならん、やめろと言われ

て撤回しちゃったんですよ、国

際裁判に訴えられれば鬱陶し

いし、負けたら大変なことにな

るから止めておこうかという

ことになったんですね。韓国の

法務省が、政策決定ができなく

なると分析していた通りに、本

当に政策決定ができなくなっ

ている。 

レジュメに書いてあるのは

全部韓国法務省のオリジナル

ですけれども、こういう言葉も

使っている。「超憲法的状況発

生の危険」です。いくつか難し

い言葉で書いてありますけれ

ど、例えば解雇規制の問題。解

雇について規制をしている考

え方や裁判所の判例が米韓Ｆ

ＴＡ、米韓自由貿易協定に反す

る可能性がある。労働基本権を

韓国の憲法も認めていると思

うのですけれども、それとアメ

リカの慣行が違うと直さなき

ゃあいかん、ということが起こ

っています。「超憲法的」と言

っているけれど、憲法違反とい

っても全然おかしくないと思

うわけです。憲法を超えちゃつ

た事態だと韓国の法務省はみ

ている。 

 

５ 主権侵害  

５番「主権侵害」にいきます。

主権侵害ではないかというこ

とがＴＰＰにしろ、ＩＳＤとい

う国際裁判制度にしろ、言われ

ています。主権侵害ということ

をいろいろ考えたのですけど、

要するに自国のなかのことを

自国で決めることができない。

主権というのは自国のことは

自国で決めますと、国民が主人

公で決めますと、これが日本の

主権だと思うのですけどこれ

ができなくなるということで

す。主権侵害だと批判する人た

ちはこの意味で言っているん

だと思います。 

主権侵害だということがあ

って超憲法的だと言われて、憲

法とＴＰＰは関係ないのかと

いうと大いに関係あると思い

ます。でも日本では声があがら

ない。オカシイです。私は憲法

学者の怠慢だと思う。まじめに

考えていないから、なんとなく

経済問題わからんなあとかい

うレベルではないかと想像し

ますけれど。 

ＩＳＤ条項をみていったら、

自国のことを自国が決めるこ

とができない、国民に対して何

の責任も負わないビジネス法

律家たちが三人で寄り集まっ

てまあこの程度はいい、あの程

度はあかんとか決める。こんな

制度があっていいのかと思い

ます。 
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ちなみに国際司法裁判所と

いうのがありますが、国家と国

家の争いを裁くところですよ

ね。国際司法裁判所は国家と国

家の争いを裁くのであって国

内のことにはそうは立ち入ら

ない。この国際司法裁判所の裁

判官は国際的にいえば民主的

に決められています。安全保障

理事会と国連総会それぞれで

絶対多数の票を得た人だけが

なれる。５人づつの改選で全体

では１5 人くらいですけれど、

その５人は世界の 5 つの地域

をそれぞれ代表する人が選ば

れる、というふうに非常に平等

に、世界の各国の主権を反映し

た形で、かつ絶対多数になるま

では(相対多数ではいけないの

で)過半数になるまで何度でも

選挙する。オリンピックと同じ

ですけど、ああいう形で選挙し

ていって最終的に決めると。そ

ういう人たちだけが裁判官に

なってずっと常設でいくわけ

です。 

ところがＩＳＤ条項では他

人の国の主権を裁くような、相

手国の国内の制度や慣行を裁

くような人が、その場限りで選

ばれてその場限りで裁判所を

開設するという、極めて狭い国

際経済法ムラの三人たちだけ

で構成されることになってい

る。ますますこれはむちゃくち

ゃな制度だと私は思います。 

 

Ⅲ 日本国憲法違反・憲法破壊 

１ 書き換えられる憲法 

憲法とどう関係するかということをもう一度

ここでおさらいします。順番にいいますと、Ｉ

ＳＤ条項すなわち投資家対国家紛争解決条項、

これを私は投資家国際法廷とよんだ方がいいと

思ったので今後そういう言い方をします。 

 

第 76 条１項(裁判所) 

すべて司法権は、最高裁判所及び法律の定めるところにより設置する下級裁判所に属する。 

これに以下のことを加える。 

但し、外国投資家と国家の紛争については、投資家国際法廷に属する。 

 

第８１条(違憲立法審査権) 

最高裁判所は、一切の法律、命令、規則または処分が憲法に適合するかしないかを決定する権限を有する終

審裁判所である。 

これに以下を付け加える。 

第８１条の 2 

投資家国際法廷は、一切の法律、命令、規則又は処分が TPP に適合するかしないかを決定する権限を有す

る唯一の裁判所である。 

 

そういうことで国の制度や慣行全部が提訴され

る結果、先ほどの韓国の例みたいに、投資家国

際法廷のもとに国会を置くことになる。 

第 41 条(国会) 

投資家国際法廷の下に国会を置く。国会は国権の

最高機関であって、国の唯一の立法機関である。 
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要するにグローバル企業、多国籍企業というの

は、たとえばトヨタが日本の企業だとか思って

いた

らアカンのです。ユニクロの会長さんが言っ

てくれて私が「残暑見舞い」に書きましたけれ

ど、要するにグローバルにものをつくる企業は

一番いいところを探して生産して、一番いいと

ころで企画をして、一番いいところで販売をす

る。どこで税金を納めて、どこで売ったら一番

いいのかというのはとにかく全部使い分けるわ

けです。部品調達はどの国のどこがいいのか、

組み立てはどこがいいのか、そういう形で国家

を超えて自由にやっている。自分(多国籍企業)

の中に儲けるしくみがあって、国のしくみは国

のしくみで使う意味があるから残しておくけれ

ど、これを自分の都合のいいように作り変える。

こういう運動がグローバリズムだと思います。 

だから各国の主権にかかわる、国会みたいな

ものも非常に軽視する。第４１条をこのように

変えたときに、これは国民主権かという問題に

なるわけです。国会が国権の最高機関で唯一の

立法機関だと決めた第４１条は国民主権の具体

的な表れであり一番大事なところです。これが

投資家国際法廷で裁かれるとなれば、国民主権

でなくなる。国民は国民のための国だと思って

いるけれど、実際は外国投資家のための国、グ

ローバル企業のための国、だから投資家主権に

なってしまう。憲法学者はなかなかこういうこ

とを言わないので早く言って欲しいのだけれど、

国民主権を投資家主権に変えるわけです。これ

はまさに、クーデターじゃあないですか。 

ここまでが統治機構に関する影響ですけれど、

つづいて人権関係でめぼしいところを言いまし

た。まだいくらでもあります。 

第 25 条(生存権) 

すべて国民は外国投資家の利益を害しない範囲で、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。 

２項 国は外国投資家の利益を害しない範囲で、すべての生活部面について社会福祉、社会保障及び公衆衛

生の向上及び増進に努めなければならない。 

なぜこうなるかは後で説明します。勤労の権利・義務は分かりやすい。 

第 27 条(勤労の権利及び義務) 

すべて国民は、外国投資家の利益を害しない範囲で、勤労の権利を有し、義務を負う。 

要するに解雇を自由にしないと儲けの機会を

逸するわけです、企業の立場で言えば。適時適

切なときに適切な場所で労働者を雇い、適切で

なくなればそこから撤退するというのが多国籍

企業にとって一番いいあり方ですから、国民に

はそれに反しない限りでの権利しかなくなるわ

けです。 

２項 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、外国投資家の利益を害さないように、法律

でこれを定める。 

これは、最近「ブラック特区」という形で中

日新聞に大きく取り上げられましたけれど、先

取りする動きがもうすでにあるわけですよね。

「国家戦略特区推進本部」と言ったかな、日本

のなかの会議で、残業代は払わなくていいよ、

解雇も自由にしましょうというという企業にと

っては一番いいルールの特区を設けましょうと

いうことが政府の審議会で議論されているので

す。ＴＰＰに先立ってそういう議論がされてい

るわけです。 

 

それから 
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第２１条１項(表現の自由) 

集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、外国投資家の利益を害さない限り、これを保障す

る。 

これはちょっと違った文脈で出てくる可能性

があるのですけれど、特許権、著作権の強化を

アメリカは主張して多分このまま入ってくる可

能性がある。今いろんな学習会などで著作者の

許可のないまま、資料をコピーしてみんなで勉

強したりしていますよね。あれは著作権法には

明らかに違反しているんですよ。だから著作権

違反で裁判になれば有罪になる。でも著作権者

がたいていそんなことには文句言わない。著作

権者が文句言って初めて犯罪になるよ、という

のが今の制度です。アメリカとの間で知的財産

権をめぐって話し合われているのは、著作権者

が文句言わんでも一般的にこれは犯罪に指定し

てしまおうということなんです。要するに今ま

で著作権違反というのは、被害者である著作権

者が告訴して初めて罪になるという親告罪でし

たが、これを非親告罪化する。著作権者が文句

言わなくても一般的な取り締まりの対象になる

ということですよね。怖いです。 

若者のなかで問題になっているのがコミック

マーケット、自分たちが描いた作品を数十万人

も集まって毎年冬と夏に東京で開催しているコ

ミックマーケットです。かれらが描くマンガは、

ほかの原作マンガのキャラクターを使って違っ

た話しを描くとかの二次創作が多い。そこから

日本のマンガ文化が生まれているわけですけれ

ど、そういうものも著作権違反になるというこ

とで、非常に問題が多いです。 

 

 

２ 投資家主権国家・グローバル資本主義国家の誕生 

ここに書いたように、表現の自由も外国投資

家の利益を害しないかぎり保障するというよう

な形になる。地方公共団体は、外国投資家の利

害を害さない範囲でその事務をやることができ

る、というような形に変わっていく。だからＴ

ＰＰやＩＳＤ条項は国のかたちを投資家主権国

家、グローバル企業主権国家にしてしまうもの

だと思います。 

 

Ⅳ ＴＰＰの基本思想 健康よりマネー 

１ ２つのルール 

もう少し、実態の部分をお話

します。ＴＰＰの根本的なルー

ルは自由貿易至上主義なんで

す。そこをしっかり押さえても

らいたい。食の安全が関係して

いるということは漠然と言わ

れていますよね。それから医療

崩壊するという話も漠然とい

われている。これは現実にそう

です。 

食の安全の問題について、考

え方としてふたつある。第４の

ＴＰＰの基本思想というとこ

ろにいきますが、ある食品の化

学物質・添加物が食品を非常に

おいしくする、それについて以

下の立場があります。 

Ａ 安全だという科学的証

明がされた食品の流通を認め

る。 

Ｂ 有害だという科学的証

拠が十分になければ食品の流

通を認める。 

新しく添加物ができましたよ、

これを流通させるときに安全

かどうかわからんわけですよ

ね。なんとなく不安だけど、危

険だという情報がないから食

べさせようというのがいいか、

いや安全だということを確認
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したうえで入れてくれよ、とい

うか…。圧倒的にＡの方ですよ

ね。Ｂでいいという人います

か？  いないですよね。 

ところが、自由貿易至上主義

の人たちはＢだというんです。

自由貿易を阻害するじゃあな

いですか。安全だという証明す

るまでおまえの国のものは入

れない、そうすると自由貿易を

阻害する。自由貿易を守るため

には、そういうことを口実とし

て自由貿易をさまたげるよう

な動きは防がなくてはいかん。

科学的に有害だという十分な

証拠を示して輸入を禁止する

ならいいが、そうでなきゃあ輸

入しろ。実はこれがＷＴＯのル

ールなんです。ＷＴＯというの

は、世界貿易機関で 1995 年に

発効して今 159 カ国が参加し

ています。だからＷＴＯのよう

な普遍的な機関がそんな安全

を無視したルールにはしてな

いでしょう、と思うけれど、調

べていくとこれなんです。 

現実にはたとえばアメリカ

はこうやって牛を育てます。生

命を育てるときに効率なんて

重視したら全くダメだと私は

思うんだけど、アメリカは徹底

しています。要するに競争に勝

つために、短期間で食肉をでき

るだけ多くつくる方法を考え

る。そうするとまず運動させな

い。糞尿の処理もできないくら

い狭いところに閉じ込めて牛

を動かさない。それから高脂質

の食べ物、遺伝子組み換えとう

もろこしをずっと与えるわけ

です。動かなくて高脂質なもの

を食べさせれば早く太るけれ

どもそれでも足りない。成長ホ

ルモンを使う。そうすると病気

になりやすいので抗生物質も

使う。そうやってつくるのがア

メリカの工業化された食肉の

現場です。日本もまあそれに近

いから文句は言えないけれど

も、糞尿の処理もできないとこ

ろで育てることもしないし、成

長ホルモンを畜産で使うとい

うことは認めていません。 

ところが日本にはアメリカ

の牛肉が入っていますよね。ほ

とんどが成長ホルモン入って

いるわけですよ。だから要する

に国内ではイカンといってい

るのに、自由貿易ルールに縛ら

れて、成長ホルモンを使ったら

危ないよという科学的な証拠

が十分示せない、将来にわたっ

て何か影響があるかもしれな

いけど、入れざるをえないとい

うことです。それから遺伝子組

み換え食品、今は表示してあり

ますけど、なんとなく不気味じ

ゃあないですか。やめてほしい

ですよね。生命を軽視して、そ

んなことしていいのかと思う

けれども入ってきちゃってい

るから表示をしているわけで

す。それも科学的に有害だとい

う証拠が十分ないという理由

で、自由貿易のために入ってき

ちゃうわけです。 

これがＴＰＰになったらど

うなるか。ＷＴＯの基準ではま

だ緩いのです。ＷＴＯには 159

カ国も加盟しているから、いち

いち食品添加物がどうとか、残

留農薬がどうとか決められな

い。それぞれの国がそれぞれの

水準で安全をはかるというこ

とはある程度認められている。

けれども日本は、アメリカが強

いというのとアメリカに迎合

しているからだと思うけれど

もホルモン牛もいれれば遺伝

子組み換えも入れている。残留

農薬はまだ抵抗しているかな、

でも危ない状態です。 

 

２ 国際貿易機関（ＷＴＯ）のルール（衛生植物検疫ルール）徹底 

ＴＰＰでは世界貿易機関（Ｗ

ＴＯ）のルールが徹底されると

いうことです。食品の安全に関

する考え方、これは衛生植物検

疫ルールというんですけどや

やこしいから【食品の安全に関

する考え方】としました。国際

貿易のルールでは、科学的証拠

が十分にないと規制できない

し、国際基準があるものは国際

基準に統一しましょう、という

のです。日本には国際基準より

厳しいものもあります。ＢＳＥ

の狂牛病の牛の月齢が 20 ヵ月、

国際基準は 30 ヶ月なんですよ
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ね。だからアメリカがずっと文

句言っていた。日本は 20 ヵ月

という規制を設けて 10 年以上

抵抗してきたけれどアメリカ

に押し切られたのか、まあ早速

迎合に走ったのかわかりませ

んけれど撤廃されてしまいま

した。国際基準で統一しましょ

うということです。それから仮

に輸入を規制する場合にも貿

易に与える影響は最小限にし

ましょう。他にもっと有効な、

より貿易に影響を与えない手

段があるならばそっちを採り

ます。そうであっても最終的に

偽装された障壁だと認められ

る場合はアキマヘン。こういう

ことが自由貿易の名の下にや

られているわけです。 

健康とか生命とか、法律家の

言葉でいうと法益といいます

けど、一番大事な法的利益や人

権とのバランスがこんなもん

なんです。問題のある食品でも、

科学的な証明があって最小限

の影響にとどめる制度をつく

らなければいけなくて、それで

も偽装されて差別的だったら

アカンよ、というのが自由貿易

のルールです。企業の利益に偏

っていることはおわかりだと

思うんですね。これが根底なん

ですよ。だからそのほかのルー

ルや慣行を考える場合にも、ベ

ースになる考え方がこれにな

っている。さっき申し上げまし

たよね。外国投資家の利益を害

しない範囲で、健康で文化的な

生活を営む権利しか私たちに

はなくなってしまう。ストレー

トにこれです。 

 

３ 国際基準だからいいか？ 

国際基準だからいいかとい

うことを少しだけ考えておき

たい。食品の国際基準をつくる

中心機関のひとつがＷＨＯ 

(世界保健機関)ですね。日本人

はというか国際的にも、世界保

健機関が言うならいいんじゃ

あないだろうかと思われてい

るわけですね。ところが世界保

健機関の実態はどうかという

と、世界保健機関が加わって食

品の安全基準を決めるところ

の実態ですけれども、オブザー

バーとしてＮＧＯ156 団体が

参加しています。156団体のう

ち 100 を超えるＮＧＯが業界

団体です。消費者・健康・環境

ＮＧＯは 10 に過ぎない。これ

らがオブザーバーとして安全

基準をつくるときに発言する

わけです。業界団体は強い。バ

ランスから言っても人権団体

は圧倒的に分が悪い。それから

ＷＨＯ自体の運営費の出資額

の 53%を米・英・カナダという

自由貿易推進国で占めている。

しかもそれだけでは十分な活

動ができんということで活動

資金をロックフェラー財団な

どに頼り、提携事業を多国籍企

業と提携して行っている。これ

が実態です。 

多国籍企業のなかに子宮頸

がんワクチンのグラクソ・スミ

スクラインという会社があり

ます。ここがマラリアの治療計

画をＷＨＯと提携してやって

います。要するに安全基準をつ

くるＷＨＯもこういうロック

フェラーだとか製薬企業に頼

らないと活動ができないとい

うことで、このＷＨＯがつくる

基準が企業寄りでないとどう

していうことができるのか。日

本のマスコミの状況をみてお

られればみなさんもおわかり

だと思います。そういう状態に

なっています。 

グラクソ・スミスクラインと

いう会社の関係でちょっとだ

け話しておきますと、2009 年

に新型インフルエンザが流行

しました。ＷＨＯはパンデミッ

クという最高レベルの言葉を

使いました。だけど実際は弱毒

性だからほとんど死亡者はで

なかった。高齢者がインフルエ

ンザに罹って肺炎で亡くなる

ことは多かった。これは毎年の

季節性インフルエンザとなん

の変わりもない話だ。だけど高

齢者施設としてはインフルエ

ンザワクチンを打たずに亡く

なったりするとあとで大変だ

から一生懸命打つ、ということ

になってみんなパニクッたわ

けなんだけど、あのとき日本政

府は 5000 万人分のワクチンを

輸入しました。国民全員分だと
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か言って一生懸命輸入しまし

たよ。結局輸入したころには流

行が収束していたから違約金

を払って解約したんだけど、結

局 3500 万人分くらい輸入しち

ゃったんです。これが何人分使

われたと思いますか? 使われ

たかどうかはわからないけれ

ど出荷されたのは 2500 人分で

す。3500 万人分のワクチンの

うち出荷されたのはたったの

2500 人分、政府はこれを保存

期間の間は保存費用払って保

管している。それで一番儲かっ

たのはグラクソ・スミスクライ

ンです。イギリスの会社ですけ

ど、ＷＴＯがなんでパンデミッ

クと言ったかはだいたいわか

りますよね。彼らはそれくらい

あくどいんです。 

 

４ ＥＵ―ホルモン牛事件 

先ほどのホルモン牛の話に

なりますが、ＥＵは実は 1989

年にホルモン牛を飼育禁止に

して輸入禁止にしました。ＷＨ

Ｏの安全基準を決める委員会

がこれまではコンセンサス方

式、全員の同意で導入を決めて

いたのをこのときそれを破る

んです。強引に成長ホルモンは

OK にするのです。それを賛成

33 反対 29 棄権７、この僅

差で国際的な安全基準が政治

的に決められている。アメリカ

はＥＵのホルモン牛輸入禁止

は国際基準に合わないから輸

入しなさいと言ってＷＴＯに

設けられている機関に訴えて、

ＥＵは最終的には安全だとい

う証明がないから禁止すると

主張したけれど負けるわけで

す。予防原則というんですけど、

危なそうだから止めますとい

うのは自由貿易至上主義のＷ

ＴＯの考え方に合わないとい

うことでＥＵは負けるんです。

負けてもまだＥＵはホルモン

牛を輸入していません。 

それから少し前の NHK「クロ

ーズアップ現代」をみた方おら

れますか?  蜂が死ぬという農

薬のこと、あれもそうですよね。

ＥＵは科学的な証拠はないけ

ど、どうも蜂が死ぬのは、ミツ

バチが死んでしまうのはこの

農薬が原因ではないかと、科学

的証拠は十分でないけど使用

禁止にする措置にしましたね。 

あの番組をみているとミツ

バチの大量死というのはヨー

ロッパでも発生している、アメ

リカでも発生している、日本で

も発生している。ミツバチとい

うのは野菜の９割を媒介して

農作物の生産に役立っている。

だから非常に大事なのに突然、

この 10 年くらいの間にミツバ

チが大量死したり方向感覚が

なくなったり、いろんなことが

世界中で起きている。特定の農

薬が原因ではないかというこ

とでＥＵは使用をやめた。だけ

どこれは自由貿易至上主義と

しては危うい決断なんですけ

ど、ＥＵ圏内では予防原則の方

を原則にしますという考え方

をとっているのです。だからこ

ういうことができる。日本はア

メリカに睨まれると率先して

追随するので、このへんのＳＰ

Ｓ(食品・動植物輸入に関する

ルール)の考え方が非常に危な

いです。 

ＴＰＰは憲法の一番大事な

生存権を脅かすものであり、自

分の国のことを自分の国で決

めることができないようにす

る、基本的なルールを変えてし

まうことであります。これを国

民的な議論もないままこのよ

うな密室で交渉して決めてい

くというのは明らかに憲法違

反だという主張をしなければ

ならない。それができないのは

オカシイと思っています。

 

 

 

質疑応答 
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質問 : ＴＴＰは憲法で守られている基本的人権、私たちの権利そのものが侵害される。交渉内容が秘

密にされていてわかりにくい。そのことをどうやって知らせていけばいいのか、遺伝子組み換え食品

を食べるとガンになりやすいと聞いています。教えてください。 

 

岩月：なぜ秘密交渉か、わかってしまったらほ

とんどの国民が反対するからですよ。だから極

端な秘密交渉、洩らさないという約束書を書か

ないと入れてくれないという交渉は初めてです。

要するに知られたらまずいから秘密でやってい

るのですね。だから私たちができるのは知らせ

るということがまず一つ。それから知った人は

できれば原発のデモみたいな形で街中に出てい

くことがあればいいかなと思います。もう一つ

はこのような集会をもうちょっといろんなとこ

ろで開くとかがあります。 

モンサント、あるいは遺伝子組み換えに関す

る本を読んだ方？ 非常に少ないですよね。今

話していただいた通り、遺伝子組み換え食品を

与えたマウスに腫瘍ができる、こぶができると

いう実験結果はあります。あるんですけれどモ

ンサントという会社は枯葉剤をつくっていた会

社で非常に横暴です。今は食糧産業として、遺

伝子組み換えの最大のメーカーになっています。

表向きの宣伝文句はともかくモンサントの狙い

は種子を支配することです。遺伝子組み換えの

穀物の種をつくり、アメリカで特許を取る。そ

れを輸出する、いろいろなうたい文句でやる。

例えば除草剤を使わなくても雑草は生えません

とか言って遺伝子組み換えの種を売るのです。

この種子は特許があるのでその次の時に収穫し

た種を使ってやると特許権侵害になるからまた

買わないといけない。自分で育てた作物の種が

使えない、特許権侵害になるからずっと買い続

けなくてはならないという仕組みにする。さら

に、遺伝子組み換え作物の花粉が飛んで行って

交配して、在来種が侵害されるのです。それだ

けではない。隣の畑へ遺伝子組み換え種が飛ん

で行って作物ができちゃうと、その畑の農家を

特許権侵害で訴える。（ええっ、）本当に訴える

んです。アメリカの裁判では、隣の畑の持ち主

が負けるんですよ。 

そんなやり方で世界の種子を支配するという

野望を持った会社がモンサントです。それがＴ

ＰＰを非常に後押ししている。そのことについ

てある程度触れた映画が『モンサント不自然な

食べ物』と『世界が食べられなくなる日』です。

あとのほうは観ていないのですが今上映してい

ます。ご覧になりました？ こういう映画の上

映とＴＰＰの学習を組み合わせるともう少しわ

かりやすいのかもしれない。モンサントはアメ

リカの食品安全局をのっとっている。だから、

アメリカの食品安全局は遺伝子組み換え食品は

安全だとして、遺伝子組み換え食品を無条件で

許可しているのが実情です。日本国内ではＷＨ

Ｏがいいと言っているから輸入して、かろうじ

て遺伝子組み換え表示義務を一部の食品に課し

ている。日本の牛もモンサントの遺伝子組み換

えのコーンを食べている。牛に被害はないかど

うかは長期間調査しなきゃわからないけれど、

マウスを使って90日みればそれでＯＫ とかね、

非常に杜撰なものになっています。モンサント

にかかわるような映画を観ていただければ、ま

さにＴＰＰによって非常に危険なものが上陸し

てくるんだという実感がわくと思います。そこ

から広げていくような運動ができれば、とにか

く声を上げていくことが大事です。 

声を上げるためには知らなければいけない。

ＴＰＰの話はとてもややこしいから、どうやっ

たらわかりやすいかと考えて、自分のお客さん

あてに作ったのがこのプリント「残暑見舞い」

です。今話したことも話していないことも入っ

ています。とにかく簡単なかたちで分かりやす
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いものというと、農協・全中が出しているパン

フレットなどもあります。そういうものを活用

して知らせていく、広げていくということをし

ないと知らないまま通過して決まってしまう。

条文は 1000ページもあり、英文です。韓国が米

韓ＦＴＡを国会で議決した時は、韓国訳はない

ようなかたちで議決したように聞いていますけ

れども、もうむちゃくちゃです。国会議員がす

べからく 1000 ページの英文を読んでいるとは

とても思えないです。知らせない形でやられて

いくのがＴＰＰなので、とにかく早く危険性を

知って知らせるということがとても大事だと思

います。 

 あと、年内妥結などとオバマが息巻いている

のでＴＰＰ反対の運動が間に合わなかったとき

に何ができるか、ＥＵが一つの参考になると思

います。ＥＵはアメリカに対してものを言って

いる、国際法違反だと言われても成長ホルモン

をずっと入れてないわけです。又ミツバチを殺

すのではないかと疑われる農薬を禁止したわけ

で、国際法違反に近い状態になりつつあるのだ

けれども、それでも毅然とする政府があればで

きるんですよ。そこで絶望するのでは何にもな

らない、ちょっとサイクルは長いかもしれませ

んけれど。 

私がＴＰＰは憲法違反だといわなければなら

ないと思う理由の一つは憲法違反だということ

によって運動が広がりやすくなるということ、

私たちが書いた「憲法違反だ」という文書に 380

人の弁護士が同意をしてくれているのです。そ

れからもう一つの理由は、憲法違反の条約は法

的には国内では無効になるのです。だから国民

が政府を取り戻した時には“憲法違反だからも

うこんなものは実施しません”と、例えばＩＳ

Ｄ条項で提訴されて何百億ドル払えと決定が出

ても、国内では国庫からお金を出すためには、

憲法違反のお金は出せないわけです。“憲法に反

するお金だから払えません”ＴＰＰは憲法に反

しているのだからお金は払えませんというのは

国内法的には十分な理由になるので、だから早

く学者が憲法違反と言ってくれるのを待ってい

るのです。その時まともな政府になっていれば

憲法違反だから払えないということでＥＵ並み

にきちっと対応できるようなことにはなると思

います。 

いずれそうならなくては…。いくらなんでも

今の政府が続くようではとんでもない話です。

だから短期の視点と長期の視点の両方あります。

ＥＵはアメリカとはかなり作風は違うわけです。

ＥＵは健康のために予防するとか、環境のため

に予防するという考え方をとっているのでアメ

リカに対決できるものがあるわけだから、日本

でもそれなりに国力があるわけでちゃんとした

ことが言えるようになればここから逃れること

ができる。安保条約と同じなのですね。破棄と

言えるようになっているものに違いないのだけ

れど、破棄できるはず、だという言い方しか今

のところできない。実際そう簡単にＴＰＰが妥

結するはずはないと思っていたのですけれど、

いろいろな対立がありますから。新聞報道でも

ちらちらと出ているけれども、オーストラリア

は絶対にＩＳＤ条項を認めないと、政権交代が

起きたのでどうなるかわからないけれど、農産

物でもお互いに得意分野は相手に対して自由に

しろと言っているし、いやダメだとアメリカが

言っている部分も多いし、だからＴＰＰはそう

簡単に妥結しない可能性もある。 

それからもう一つ、オバマ大統領はＴＰＰを

署名する権限がない、このこともマスコミは絶

対に触れないが、ＴＰＰを追及している人はみ

んな知っていることです。アメリカの憲法は通

商条約・自由貿易のような条約を締結する権限

を大統領に与えていません。日本は条約の締結

権限は内閣にありますけれども、アメリカは議

会の権限になっています。だから議会がオバマ

にＯＫだと言って代理権を与えないとオバマ政

権はなにもできない。ではアメリカ議会が自由

貿易いいとみんな言っているかというと必ずし
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もそうでもない。むしろ保護主義的な考え方も

かなり強いので、オバマにその権限が与えられ

るかどうかは一つの大きな焦点なのです。それ

で議会がどう反応するか、今アメリカの議会で

は本当は俺たちの権限なのにオバマが勝手にや

っているということでかなりイラついている。

国会議員に知らせない、議会に内容を知らせな

いで勝手にやっている、憲法違反の状態だとい

う議員が相当いるはずです。そのあたりも見極

めていかなければいけないから年内妥結するの

かどうかは、オバマがあれだけ意気込んでもそ

う簡単にいかないのかもしれない。ですから知

ること広げることが今の段階ではとても大事か

なと思っています。 

 

質問 : 諸外国は日本がＴＰＰに参加することをどう思っているのか? 来てほしくないのか、早く参加

しろと言っているのか? ＴＰＰ推進勢力はどういう人たちか?  かれらは何を考えているのかを教え

てください。 

 

岩月 : 多国籍企業と一体になって儲けようとい

う人たちがこの国の上層部にいるということだ

と思います。それは日本という国に帰属すると

いうよりグローバルな企業帝国みたいな意識で

やっているとしか思えないです。要するに交渉

するなら切り札として使わなければならない自

動車を事前協議の間にバンバンと売っちゃった

わけですよ。ＴＰＰ交渉に入れてもらうために。

アメリカにＯＫしてもらうためにアメリカの自

動車関税を 20 年くらいまで維持していいとか、

アメリカの自動車は車種ごとに 5000 台は安全

基準の審査をやめますというニュースが飛び込

んできた。アメリカの自動車は全体で 9000台く

らいしか入っていないそうですけど、そのアメ

リカの自動車の車種ごとに 5000 台は安全基準

に関する審査を省略して輸入しますという約束

をしたりして、さんざん交渉材料を売っちゃっ

ているんですね。相手のウィークポイントは自

動車なのにこちらから相手のウィークポイント

になるものを、切り札を先に切って入っている

から交渉の余地がないような話になっている。

かれらはそこまでするんです。 

健康保険の関係でいうと健康保険は問題にな

っていませんというけれども、率先して健康保

険制度をくずすようなことをやっている。混合

診療の解禁の方針を政府の審議会のなかで先に

やっているのですよ。先に多国籍企業に有利な

ように国のしくみを変えちゃおうということを

やっているのです。ほんとにほんの一握りの人

たちですけど、でもまあ経団連会長の米倉さん

は住友化学の会長さんでモンサントと深い関係

がある。そんな人たち、グローバルで途方もな

いお金を儲けたいというごく一握りの人たちの

考えで進んでいるのが実態だと思います。堤未

果さんの本を読んでもらえばわかると思うけど

も、アメリカの国益をアメリカの多国籍企業は

考えていないですよ。アメリカの資源を食いつ

ぶしたから新たな市場がほしいくらいのことな

のですよ。実態としては。アメリカ人は突出し

て肥満率が高い。世界一高いです。なぜかとい

うとジャンクフードですよ。ジャンクフードと

いうのはどういうところで使われているかとい

うと、低所得で食費にも事欠く人にはフードス

タンプという食品を買えるチケットを出すんだ

よね。そうするとより安い食品を食べるじゃあ

ないですか。結局ジャンクフードで高カロリー

食になっているというのが実態なんです。だか

らアメリカの多国籍企業は決してアメリカの国

民のことも考えていない。ただ自分たちが儲か

ればいい。 

それと同じようなことが日本の国内の企業で

も起きている。ＴＰＰの事前交渉であれだけ自

動車で損をしたと日本の立場からは思えるけれ

ど、トヨタは推進の立場なんです。アメリカの
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国内ではアメリカの自動車業界はＴＰＰ反対な

んです。意見聴取でそういう意見を挙げている

んです。それに対してアメリカにある日本自動

車協会、現地法人の協会はＴＰＰ推進なんです。

ということはそういう関税だとかなんだとか撤

廃される国際的な範囲が拡がれば、たとえばア

メリカで製造してどこかへ輸出するときに自分

の利益になるとトヨタとかは考えている。米韓

ＦＴＡでトヨタは儲けたんですよ。韓国の自動

車関税がゼロになって、その年のカーオブザイ

ヤーは、トヨタのカムリが韓国でなっているん

です。トヨタにしてみれば自由貿易ＯＫ、どこ

の拠点でやってもいいやというぐらいのことに

なっちゃっているんですよね。 

ユニクロはもっとはっきり言っているよね。

世界同一賃金にするから普通のタダの従業員は

年収 100 万円で十分だと。1 億円得られる一握

りの人はいるけれど、まあ年収 100 万円で十分

だという考えなんですよね。だからそういうグ

ローバルのところで柳井社長（ユニクロ）の報

酬は 4億円で資産は 1兆円に近いのかな、いや、

1兆円超えているんだよね。というような途方も

ない儲けをしたいという人たちが日本の国内で

も発言権をもっているということなんです。Ｔ

ＰＰを推進する勢力というのはそういう勢力で

す。 

参加国のなかで結局、どこまで考えてもＴＰ

Ｐというのはアメリカの多国籍企業が中心なん

です。もともとＴＰＰは小さな国、4か国で始ま

っているんですけれど、アメリカが 2009年に参

加すると言い出してそれ以来ずっとアメリカ主

導で進んでいくのです。で、アメリカは日本に

早く入れというのが本心、本心はそこにある。

日本が参加したから急に終わるんですよ。とい

うのがその狙いだと思います。アメリカ以外で

も自由貿易至上主義のどの国にとっても、日本

の市場は美味しいでしょうね。発展途上国の立

場にたってみれば、ある程度移民の自由が認め

られるようなかたちで動けるようになればいい

かも知れないし、日本の投資自体を歓迎するム

ードはあるでしょう、たぶんね。雑駁ですがこ

んな感じでしょうか。 

 

質問 : 国際法とはなんですか? アメリカのいいなりが国際法なのですか? 

 

岩月 : 大変いい質問だと思います。みなさんは

第 9 条の会の方々が中心だと思いますから、冷

戦崩壊後の軍事、戦争の話はよくご存じだと思

うんです。1991 年の湾岸戦争、1992 年が日本

で言えばカンボジアＰＫＯでしたけれど、ここ

から国連による平和維持活動が始まった。それ

までのパターンは内戦が終了してから入ってい

たんだけど、内戦中に国連軍が入って行って、

無理矢理に戦争をやめさせるようなことをしま

した。そういうことができるようになったのは

冷戦が崩壊したからですよね。国連の安全保障

理事会で合意して内戦に介入できるようになっ

たからです。 

アメリカが軍事の側面でいろんな内戦に対し

て積極的に動いていたこと(だってアメリカの軍

需産業が儲かっているわけですから)の裏側で、

1994年にＮＡＦＴＡ・北米自由貿易協定が結ば

れます。要するに冷戦崩壊で社会主義の重しが

なくなったから暴走を始めているんですよ。果

てしなく自由貿易がすすんでいく。1995年にＷ

ＴＯ・世界貿易機関が発効します。これは自由

貿易至上主義の新興宗教みたいなものなんだけ

ど、これが発効する。 

考え方にはＥＵとアメリカではかなり対立が

あったはずですが、アメリカ流のルールになっ

ているんですね。ここからもうアメリカ流の考

え方、自由貿易至上主義が暴走をはじめている

と私は思うんです。なかなか国際法の学者はこ

のＷＴＯまでさかのぼって議論しないようです

けれど。アメリカ流の所有権至上主義、営利追
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求至上主義、市場原理主義といってもいいし、

自由貿易至上主義といってもいいし、まあ新自

由主義という言い方もある。この新自由主義を

グローバルに、世界的にしちゃうというのがこ

こでの転機です。ＥＵとアメリカが対立したけ

ど、結局ホルモン牛ではＥＵが負けるというこ

とになった、でもＥＵはホルモン牛を入れてな

い。だから冷戦崩壊というのはとっても大きく

て、戦争の裏側で経済的にものすごいことが起

きていた。それを私は最近知ったわけです。Ｗ

ＴＯというのが非常に大きい。しかもアメリカ

流の考え方、アメリカの多国籍企業にとって都

合の良い考え方、ＥＵにもそれにのる考え方の

企業、例えばグラクソ・スミスクラインとかが

いるわけだけれども、アメリカ流の考え方が国

際法になっていると考えていただいていいと思

います。それは冷戦崩壊、ソビエト体制が崩壊

したことが非常に大きく関係していると思いま

す。 

 

質問 : ホルモン剤や残留農薬がどれだけ食品にはいっているのかわからないのが怖いです。いくら気

を付けていてもハンバーガーやインスタントラーメンは食べてしまいます。それには輸入食材が使わ

れていると思います。最近発育のいい子供たちが増えていますがそれも成長ホルモンのせいではない

かと心配になります。しかしそういうことを勉強する場がないのです。学校の保健の先生とかが勉強

会をやってくれたりするといいと思いますがそれもない。情報を共有する場があったら教えてくださ

い。 

 

岩月 : いま共感しながら聞いていました。私は

もう歳だから自分のことはもういいやと思って

いたのですが、否応なく遺伝子組み換え食品を

外食だったら食べていますもんね。まちがいな

く食べさせられていますよね。今の子どもたち

のこと、さらにもうひとつ先の子どものことを

考えれば怖しい。世代で蓄積されていくことな

んかが全く考えられていないですよね。今の食

品安全行政自体では。そういうことをきちんと

語る人がいるといいと思います。 

 

質問 : アメリカは兵器産業が大きいので、もしかしたら銃刀法もＩＳＤ条項でやられる、ということ

もあり得るんじゃあないかという気がしてきたんですね。これは考えすぎでしょうか。 

 

岩月 : ＴＰＰには要するに、さらなる自由化を

すすめる方向で協議を継続するというような条

文がくっつくと思うんですね。だから将来どう

なっていくかということは、本当にわからない。

だから銃刀法の問題も安全に関する問題につい

ては例外規定がいろんな形で入ると思うのです

がどうなるかわからない。公用語に英語がはい

るという冗談もあるけれど多分、冗談ではすま

なくなるかもしれない。実際にＮＡＦＴＡ・北

米自由貿易協定、アメリカとカナダとメキシコ

の協定ですけど、そのなかでは賭博と大麻は争

いになっていました。どういう結論になったか

は知りませんけど。賭博の自由とか大麻の自由

とかですね。ですから犯罪規制が一概にＩＳＤ

の対象にならないとは言えないことははっきり

しています。 

 

質問 : 食品安全委員会のしくみがオカシイと思うのですが…。 

 

岩月 :食品安全委員会のしくみについてはよく 知らないのですけど、たまたま総理府のホーム
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ページを開いたら 9 月 3 日付で 4 つもパブリッ

クコメントの募集があってですね。毎週 4 つく

らいでているみたいで、どんどん新しいのが認

められている。そのしくみをみるとやはりマウ

スで何十カ月か実験して、腫瘍ができるのはこ

の濃度だから 100 倍に希釈しておけばいいじゃ

ないかとかいうかたちでどんどん認可されるて

いるんですね。 

だけど、かつてレイチェル・カーソンさんが『沈

黙の春』を書いたときには科学物質にたいして

非常に謙虚でしたよね。どういう影響があるか

わからない。1970年代には有吉佐和子さんが『複

合汚染』を書いていました。化学物質が人間与

える影響、自然に与える影響について非常に謙

虚に考えていましたよね。今この謙虚さがなく

なっている。なぜかといえば、やっぱり企業利

益追求のためにそういうことを犠牲にしていい

というような誤った方向になっている。国民は

それを知らずに食品安全行政は安全を保障して

くれていると思っているわけで、今の日本の食

品安全行政のしくみを知ることで、ＴＰＰの危

険性を広めていかないと、何代にもわたる禍根

を残す話になるとこれは思います。 

 


